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注】該当するロには、レ印を起入してください．時雄RIF柔赤Ｅｕ卜のuIF案窃の力はし、の誕入は不奥です．

２聴砺年､！」とは計雨期INIの伽｡ﾘﾐ』､；を、「Ⅱ優年fLKIとは叶餌jUIImの段終年皮を．「徳l馴三血」とはＨ１画期１１０のうち、今I呵報11ｹの対象となる《I渡をいいま引rｂ

３「巾乗所9F俳壮l区分」とはﾙ(fB府IJWの聯繋Ｂｉ等の１F難Pi動のためのエネルギーのlNUUに仲1,擁生する沮竃効釆ガスを、「伯避11[pvl#111区分」とは『l助Ｉ鰹送xlF墾祈については剛Ⅱの木挺の位価を〕i〔祖府IAIとする4〔閃
の排Iuすら沮噛効染ガスを、骸in巾jI野fについては係布する貸翰､[丙又は瞭啓11〔両の排11Iする皿盛効果釘スを、「その（h排Ⅱ１反分」とは｣上ih2以外の京都府内におけるﾎﾖﾐＢｉ等の1F乗漉Ebに仲ｗ巳生する担駈ﾖ鰯Lガス
をo､いま説

。「15(11蝋当たりの田室効果ガス排luntQP」の「1M|通暁釦には．ＣＯ工概、＄K65jﾘ7などの、途をi､入してください．「原1m《U2の折侭」には、分子の「二ｺ!R化幽串換算」の1Fに分Iuとなる扣擦（生廠政ft、延べ床閲
檀．走行距依等）を誕入してください。

Ｂ「その他の地球祖､Ｉ化対策による沮寵効月&ガスのniHE侭b句【」のうち「嚢4Fの(ＬＬ金型7Ｋ円［■」の「ロ侭年度（計間）」田にはilI画jHlImSIlの、侭のjH6Iを、「楓檸｢皮（拠畝）」楓には盤ⅢiのH1計を配入して<ださo､．

e「特記可甑」には．WHLEzdiz度（l99o4Fm［）を班甲としり上緋liIIitの対比や、宿ニネ製品旧1発など他希の世箪効果ガス排luni城への閲舷．グリーン禰迫の保川、oOfEフロンなどの公DUln2i:外の世ﾖ(効染ガスの刷椣
などを図入してくださ'ﾊ。

住所（法人にあっ
ては、主たる事務
所の所泊E地）

大阪市中央区北浜東３－９

氏名（法人にあっ
ては、名称及び代
安者の氏名）

郵便局株式会社近畿支社支社長日高信行

卒業者
業\回

の主たる
郵便局事業（郵政グループ３社の代理店業務）

咳当
要件
する事業者

鹿京都府地球温暖化対策条例施行規則第10条第１号該当率業者（大規模エネルギー使用卒業者（原油に換算して1,500キロリットル以上））

ﾛ繍雛i遡鰻化対鋪驫倒施行總剛鏑]0条鰯褐又腫鯖鎌当率轄(大規模運送率蕊看(ﾄﾗｯｸ又'まﾊﾞｽ100台以上/ﾀｸｼｰ１６．台以上/険遊率爾
厨京都府地球温暖化対策条例施行規則第10条第４号該当事業者（その他の温室効果ガスの大規模排出事業者（二酸化炭素に換算して30000トン以上））

計画期間 平成２０年４月～２３年３月

基本方針 郵便同稼式会社の事薬活廼に伴って発生する平砿２２雫度の二酸化炭素排出趣を平成１９年度排出レベルから５％削減する。

推進体制 郵便局の長は、定められたＩ省エネルギー実施手続」に垂つき目局における省エネルギーの推進を図U、決められた数値目標の達成に取り組む。

環境マネジメントシステム名称

適用範囲
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的な取組及び措
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２１ 

設備、対象、工程等

社騒笹理

社屋管理

措匠内容

平MZZ1fFln1における郵便風堕役の】I恥ihi積当たりの、気使jIllHtをW1lRn8年度比で匙6％削械＋ろ．

平hIE21JF度における耳fHAU麓Brの】1t位面積当たりの燃料（灯油・ガス）ｕＺ川倣をDFjdR18年ＩＤ【と、竿とする．

ia室効果
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Ｂ輸送車両排出区分

Ｃその他排出区分

排出合計

実綴に対する自己評価
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(二mR化ljQ調HQ仰）

日礪年度（計腫I）

(２２）年度
(二放化1兇器換算》

増減率
(計画）

竿､ﾋﾔ苛生F』更（夢琶nF[）

(２１）年度
(二肢化｣朏串換算）

増減率
(実繍）

3,362.0ｔ 3,193.0ｔ -5.0髄‘ 2,986.9ｔ -11.2鉛
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単年度で、平成２２年度目標としている▲５％を上回る▲１１．２％を達成した。

原単位当たりの
温室効果ガス排
出逓等

用途区分 原単位の指標

二酸化炭素換算

二酸化炭素換算

二酸化炭素換算

実綴に対する自己評ｲ風ｉ
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掴竃効果ガスの
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対策等の区分

讃ｉ林の保全及び整iｉｉ

府内産の木材の利用

自然ニネルギーを利用した電力
又は熱の供給

グリーン魎力の購入

家庭における温室効果ガス排出
趣の削減効果分の鰯入

削減趾等合計

目標年度（計画）

nkjIlfI『等 〔二肢化ｌｊｌ串｡Q算）
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(利川ft） ｍ■ (､I城血 ｔ 
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(１Ｆ人駄》 kwｈ (n.滅血 ｔ 

(購入舷） ｔ (１１１械IHO ｔ 

中日ｔ

差引排出量

(排111合ilf-nl波等合計）

基鋼年度（実綱〕

＊】 3,362.0ｔ 

目標年度（計薗）

“)-(･ｓｏ3,193.0ｔ 

増減率（計画）

-5.0％ 

報告年度（実綱）
● 

【四一ｍ20986.9ｔ

増減率（実紋）

-11.2％ 

地球i日曜Ｉ
に資する
献活1mＩ

郵政グループとして、冷房温度の２３度設定及び夏期軽装を実施。

特記事項

郵政グループ環境ビジョン（平成２０年度から平成２４年度までの５年間で二酸化炭素排出鉦をグループ全体で平成１８年度比１５％削減する）に基づき、
郵便局株式会社としての最終目標を平成１８年度比８．２％削減に設定し、これを砿実に達成するために「省エネルギー実施手続」を定め、各施譲において
省エネルギーの推進に努める。


